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熱・電気統合型
ネットワーク技術開発
コジェネレーション利用の高効率化へ 

熱電併給設備の必要性
発電時に発生する廃熱をも、エネル

ギーとして有効利用しようとする観点か
ら、熱と電気の両方のエネルギーを同時
供給する熱電併給（コジェネレーション）
設備の導入が進められています（図1）。
しかし、この熱電併給設備は、熱と電気
の出力を自由に調整できるわけではない
ので、熱と電気のエネルギー需要の両方
を同時に満足させることができるとは限
りません。

電気エネルギーは種々の利用が可能で
ある汎用性と、電力系統を介した広域運
用性という特長を持つ反面、貯蔵が困難
であるという欠点を持っています。これ
に対して、熱エネルギーは汎用性に乏し
く広域運用が困難ですが、貯蔵は比較的
容易であるという長所を持っています。

このような事情から、熱電併給設備は
需要地近傍に設置され、熱需要にあわせ
て運転せざるを得ません。そして、熱電
併給設備の電気エネルギー出力では需要
家の需要との間で過不足が生じるので、

電力系統に連系することで過不足を補っ
て運用されています。

ネットワーク運用の効果
前述のように、熱電併給設備は熱輸送

の制約から需要家の近傍に設置せざるを
得ません。個々の需要家のエネルギー需
要は時間的な変化が激しいので、各需要
家が自身の需要を満たすように熱電併給

設備を設置・運用することは、設備稼働
率の低下や頻繁な出力調整によるエネル
ギー利用効率の悪化を招くことになりま
す。

そこで、複数の需要家で設備を共有し、
設備稼働率の向上や出力調整の抑制を図
るネットワーク運用が効果的であると考
えられました。

図2は、住宅地域を対象にした燃料電
池（熱電併給設備）ネットワーク運用シス
テムの例です。この例では、貯蔵設備と
の連携運用によって出力応答性の悪い水
素製造装置の運転を平準化するととも
に、設備を近隣需要家間で共有すること
で、必要設備容量の削減（導入初期コス
トも削減）と稼働率向上を図っています。

このような例の場合、現用システムに
比べて、一次エネルギー利用効率で15％
程度の改善が期待できます。
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図 2　ネットワーク運用システムの例

図 1　熱電併給設備のエネルギー利用効率改善効果
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注 ： 集合住宅内の需要家間で設備共有
　　する場合も考えられる。

<共有熱電併給設備>
部分負荷効率等も
考慮した運用。

＜共有改質器＞
高効率域での運転を
極力保つ運用。


